







































　1989 年（平成元）の第 5 次改訂、そし
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」という必要な指導内
容等を検討し、その内容を「どのように学































































































































































































































































































































1 口 1,000 円、企業や関係団体等の賛助会






























































































































































点でD小は 79.1 点（A小・74.7 点、B小・
67.7 点、C 小・63.2 点）、標準偏差では D
小 は 12.8（A 小・13.6、B 小・16.5、C 小
23.7）であった。また算数平均点ではD小

































































































































岩根小では 2008 年（平成 20）からこの活
動に取り組んでおり、極めて先進的な実践
事例として高く評価しうるし、われわれに
とって重要なモデルとしての意義をもって
いるのである。
　本稿の「はじめに」で述べた 2015 年（平
成 27）12 月の中教審答申では、全ての公
立学校が「地域とともにある学校」への転
換を図り「コミュニティ・スクール」とな
ることを目指すべきこと、またそのために
「学校運営協議会」に相当する「地域学校
協働本部」を創設することなどを指摘して
いるが、岩根小の学校運営協議会において
実施された学校評価から学び、今後の学校
運営協議会（コミュニティ・スクール）の
運営のなかに学校評価を明確に位置付けて
いくことが求められているのである。
　ところで、全国で取り組まれている学校
評価はいかなる現状にあり、どのような課
題を抱えているのであろうか。2012 年（平
成 24）3 月の「学校運営の改善の在り方等
に関する調査研究協力者会議」の報告書「地
域とともにある学校づくりと実効性の高い
学校評価の推進について」に、次のような
指摘がある。
　学校関係者評価委員の活動内容が、「学
校行事や授業の参観」「校長等管理職との
対話」などが多いこと、学校関係者評価委
員に自己評価結果の情報提供が不十分ない
し不明確であったりしていたこと、さらに
学校評価の結果が学校からの一方的な発信
で終わってしまい、保護者や地域住民等が
関心を持つ情報が適切に提供されていない
などの問題点である。（25）
　これらの内容と事例で取り上げた岩根小
学校の事例とを考慮するとき、学校評価
に関わる次のような課題を認識しうると思
われる。岩根小の実践は、2002 年（平成
14）に開始された滋賀県の学校と地域との
連携・協働を進めるプロジェクトがあり、
また、これを背景とした湖南市の取り組み
も展開されるなかで推進されていった。県
教委の取り組みとしては、公立の全小・中
学校の校務分掌に「学校と地域を結ぶコー
ディネート担当者」を位置づけていったし、
湖南市教育委員会は「学校運営協議会制度」
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の委託事業を県下で唯一積極的に受け入れ
て取り組んでいった。このような教育行政
側の姿勢が岩根小の実践を後押ししていた
のである。また、3年間の文科省の委託事
業が終了した後の財政基盤を確立すべく岩
根小学校運営協議会では、「コミュニティ・
スクール支援委員会」を設立し、会員から
会費を徴収して活動の資金を捻出していっ
たことも評価しうる事実である。この点か
ら、今後の学校と地域との連携・協働事業
を推進していくためには、文科省を中心と
した本事業への財政支出が不可欠であるこ
とを認識しうるのである。
　このように、文部行政および教育委員会
等の学校設置者と学校運営協議会等を中心
とした各学校・地域住民の地道な今後の努
力を積み重ねていくことが求められている
のである。
（2）学校組織内における「教師のエンパワー
メント」の重要性
　最後に、今後に求められる学校内の組織
体制の問題を検討しておきたい。
　前項で紹介した学校評価についての報告
書「地域とともにある学校づくりと実効性
の高い学校評価の推進について」に、学校
運営にかかわる次のような問題点が指摘さ
れていた。
　「管理職とその他の教職員との間に認識
の違いがあったり、学校評価における目標
が個々の教職員の課題意識と連動せず教職
員間で共有されていないため、組織的な教
育活動その他の学校運営に活かされていな
い学校がある。」
　この指摘は、以前から再三指摘されてき
た学校組織や学校運営の在り方を考えるう
えで、極めて重要な課題である。ここでこ
の問題を、すでに紹介した大阪府松原地区
のＤ小学校における教員組織の状況を頼り
に検討する。
　同校では、同和教育担当教員（同担）を
中心に活発な実践が展開されてきたが、こ
こで特に注目すべきは、校長が同担教員を
中心とした教職員の自主的で自律的な活動
を十分保証していたことである。度々実施
される研修会や日々の実践のなかで行われ
る話し合いを通して、学校の教育目標を念
頭に置いた目指すべき実践の確認と、子ど
もたち一人ひとりに応じたきめ細やかな配
慮などが明確にされていった。学年単位で
教科指導の在り方・生活指導・そして学校
運営についても話し合われ、チームとして
動いていったのである。例えば同校での「学
習のモニタリング」のシステムは注目すべ
き実践である。すなわち、学年の子どもの
学習のつまずきは、クラス担任だけではな
く学年全体の問題として夏休みなどの研修
会宿で話し合われ、授業の改善に活かされ
ていったという。（26）
　このような学校組織と学校運営の事例
は、各教員が自身の実践の意義に確信をも
ち自己肯定感をもって活動することの意義
を提唱した「教師のエンパワーメント」研
究を想起させる。ここで学校のマネジメン
トの在り方について、「教師のエンパワー
メント」の意義を検討することによって明
らかにしてみよう。
　学校経営学の研究者である浜田博文は
「教師のエンパワーメント」を次のように
説明している。すなわち、この概念は、「一
152
商　　大　　論　　集
人ひとりの教師に教授・学習活動の質的改
善に対する自らの関与可能性を確信させ、
自信と自己効力感をもたせるという重要な
意味を含んでいる。一人ひとりの教師が、
『自分の課題意識やアイデアをもって取り
組めば、必ず何かを実現できる』という積
極的な思いを抱くことができる状態をつく
ることだと言い換えてもよい。」（27）
　また浜田は、学校組織を「ウェブ（クモ
の巣）」型に近いものとして捉え、教員同
士の関係やつながりもこのモデルで説明し
ている。学校の組織は、いわゆる「なべぶ
た」型として捉えられ、校長をトップに他
の教員は横一線に並び、ともすると個々の
教員は「学級王国」に閉じこもり、他の教
員と連携する関係を形成しにくいと言われ
てきた。しかし、本来の教員の職務の特性
から考えると、組織内部で目標や課題を共
有していくためには、個々の教員が自らの
教育実践に起因して抱く課題意識そのもの
を相互に交流し合うことが不可欠である。
すなわち、「教職員同士が双方向・多方向で、
教育活動（授業や生徒指導）そのものを主
題材として行うコミュニケーションの確立
が前提条件となって、初めて学校としての
目標の共有と組織活動の一体性は維持され
得る。」（28）のである。
　松原地区のＤ小学校においては、選挙で
選出された同担教員が校長にバックアッ
プされながら学校組織のウェブの中心にな
り、多様なコミュニケーションを通して課
題意識を共有しつつ意思決定の統合性を確
保していったのである。
　今後の新学習指導要領実施にあたって
も、今回の教育課程改訂で提示されたカリ
キュラムの理念を共有するため、「教師の
エンパワーメント」を保障する学校運営を
心がけていく必要があろう。
おわりに
　今回の考察を通して認識しえたことは、
「社会に開かれた教育課程」を目指す新学
習指導要領が、今後のわが国の学校教育を
大きく変革していく可能性を秘めているこ
とである。前回の第 7次改訂（2008 年〈平
成 20〉）ではあまり強調されていなかった
学校と地域社会との連携・協働という観点
が明確に位置づけられ、また、学校運営協
議会をはじめとした地域住民との連携の見
通しも示された点に意義があるといえよ
う。
　我が国の学校教育は様々な課題に直面
しており、「いじめ」や「不登校」の問題
はもとより、それぞれの地域社会にある学
校はそれぞれの問題の打開を求められてい
る。例えば、今日進行している格差社会に
おける貧困問題は、学校に通う子どもたち
の学習の権利さえも脅かしている。本稿で
紹介した松原市のＤ小学校の事例にあった
取り組みが求められている地域が、全国に
多く存在していると思われる。それぞれの
地域の課題と実情に応じた「特色のある学
校づくり」が求められており、新学習指導
要領に基づく教育実践はその点で意義深い
ものと思われるのである。
　今回残念ながら、「学びの地図」におけ
る「どのように学ぶか」という課題を「主
体的・対話的で深い学び」（アクティブ・ラー
ニング）の視点から検討することはできな
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かった。この点は学習指導要領の実践にお
いて重要な問題であり、今後の課題とした
い。
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